
地籍調査及び統計調査の推進等に関する提言 
 

地籍調査及び統計調査について、計画的・効率的な事業の推進を図るため、国は、

次の事項について積極的な措置を講じられたい。 

 

１．地籍調査事業を円滑に推進するため、必要かつ十分な財政措置を講じること。 

また、地籍調査が完了した地域にあっては、公共事業に係る嘱託登記において残

地求積による手続を可能にするなど、制度の改善を図ること。 

 

２．国勢調査等の統計調査に係る都市自治体への委託費の算定については、地域の実

情等に配慮するとともに、調査が円滑に実施できるよう、所要額を適正に措置する

こと。 

また、基幹統計調査業務を国直轄調査の方法へ拡大・移行するとともに、統計調

査の民間委託を推進することにより、都市自治体の負担軽減を図ること。 

 

  

 

 


